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所
得
税
の
申
告
の
必
要
な
方

▽
給
与
所
得
者
以
外
の
方

①
事
業
・
農
業
・
不
動
産
所
得
が

あ
る
方
（
売
上
げ
等
の
収
入
と

必
要
経
費
を
ま
と
め
た
収
支

内
訳
書
の
添
付
が
必
要
）

②
保
険
の
満
期
や
不
動
産
等
の
売

却
収
入
等
が
あ
っ
た
方

▽
給
与
所
得
者
の
方

　

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
所
得
税
は
、

通
常
は
年
末
調
整
で
精
算
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
次
の
方
は
申
告
が
必

要
で
す
。

①
給
与
の
年
収
が
２
千
万
円
を
超

え
る
方

②
給
与
所
得
や
退
職
所
得
以
外
の

所
得
金
額
の
合
計
が
20
万
円

を
超
え
る
方
（
20
万
円
以
下
の

場
合
で
も
、
市
・
県
民
税
の
申

告
は
必
要
）

③
２
か
所
以
上
か
ら
給
料
を
も
ら

っ
て
い
る
方

④
年
末
調
整
後
に
扶
養
等
控
除
額

に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
（
合
計

所
得
金
額
が
38
万
円
以
上
の

申告受付日一覧　
　下記期間以外での「所得税の確定申告」は洲本税務署へお願いします。

開催日 曜

申告受付会場
●印は申告相談受付日 税務署による

出張相談
税理士による
地区無料相談三原市民 

センター 緑庁舎 西淡第2
庁舎集会室 南淡庁舎

2月 18日 月 ●
2月 19日 火 ● ● 南淡庁舎 商工会南淡支所
2月 20日 水 ● ● 沼島出張所 西淡集会室 商工会西淡支所
2月 21日 木 ● 三原市民センター 商工会本所
2月 22日 金 ● ● ●
2月 23日 土
2月 24日 日
2月 25日 月 ● ● ● 南淡庁舎
2月 26日 火 ● ●
2月 27日 水 ● ● ● 三原市民センター 商工会本所
2月 28日 木 ● ● 灘連絡所 緑庁舎 緑市民センター
2月 29日 金 ● ● ●
3月 1日 土
3月 2日 日
3月 3日 月 ● ● ● ●
3月 4日 火 ● ● ● ● 三原市民センター
3月 5日 水 ● ● ● ●
3月 6日 木 ● ● ● ● 南淡庁舎 商工会南淡支所
3月 7日 金 ● ● ● ●
3月 8日 土
3月 9日 日 ● ● ● ●
3月 10日 月 ● ● ● ●
3月 11日 火 ● ● ● ●
3月 12日 水 ● ● ● ●
3月 13日 木 ● ● ● ●
3月 14日 金 ● ● ● ●
3月 15日 土
3月 16日 日 ● ● ● ●
3月 17日 月 ● ● ● ●

相 談 時 間

9:00 ～ 16:00
沼島出張所は2月 20日（10:00
～ 15:00）、灘連絡所は2月 28日
(10:00 ～ 15:00）※灘・沼島以外の
連絡所等での受付は行っていません

9:30 ～ 15:00
9:30 ～ 16:00
（受付は15時まで）

※ 12:00 ～ 13:00 の間は昼休み
※土地建物等を売却された場合の譲渡所得･株･先物取引･消費税･青色申告･贈与税の
　申告は、市役所の相談会場では受付できませんので、洲本税務署（☎ 24-1212）
　でお願いします。ただし、土地建物等を売却された場合の譲渡所得の申告以外は、
　税務署・税理士による出張相談会場でも申告いただけます。
※3月 9日・16日 ( 日 ) の申告相談は、洲本税務署が閉庁のため、問合せ等にお答
　えできない場合があります。

方
を
扶
養
に
取
る
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
）

確
定
申
告
す
れ
ば

　
所
得
税
が
還
付
さ
れ
る
方

　

確
定
申
告
を
し
な
く
て
も
よ
い

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
や
年
金
所
得
者
で

も
、
次
の
場
合
に
は
確
定
申
告
を

す
れ
ば
、
あ
ら
か
じ
め
源
泉
さ
れ

た
所
得
税
の
還
付
を
受
け
ら
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

①
災
害
や
盗
難
に
あ
っ
た
と
き

（
洲
本
税
務
署
で
申
告
く
だ
さ
い
）

②
多
額
の
医
療
費
を
支
払
っ
た
と
き

③
国
や
地
方
公
共
団
体
等
に
寄
附

し
た
と
き

④
住
宅
ロ
ー
ン
の
融
資
を
受
け
て

マ
イ
ホ
ー
ム
を
取
得
し
た
と

き
、
ま
た
は
増
改
築
し
た
と
き

⑤
年
末
調
整
し
な
か
っ
た
控
除
額

が
あ
る
方

市
・
県
民
税
の

　
申
告
の
必
要
な
方

　

平
成
20
年
1
月
1
日
現
在
、
南

あ
わ
じ
市
内
に
住
所
の
あ
る
方
は

原
則
と
し
て
申
告
書
の
提
出
が
必

要
で
す
。
た
だ
し
、
次
の
条
件
に

当
て
は
ま
る
方
は
申
告
の
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。

①
所
得
税
の
確
定
申
告
を
済
ま
さ

れ
た
方

②
平
成
19
年
中
の
所
得
が
、
一
か

所
か
ら
の
給
与
ま
た
は
公
的

年
金
の
み
の
方
（
遺
族
年
金
・

障
害
者
年
金
以
外
）

※
障
害
者
控
除
、
寡
婦
・
寡
夫
控

除
、
雑
損
控
除
等
を
受
け
よ
う

と
す
る
方
は
申
告
が
必
要
で
す

③
南
あ
わ
じ
市
内
に
在
住
し
て
い

る
親
族
の
税
法
上
の
扶
養
に

な
っ
て
い
る
方

　

右
記
に
該
当
し
な
い
方
は
、
平

成
19
年
中
の
所
得
が
な
い
方
で

も
、
所
得
が
「
０
」
の
申
告
が
必

要
で
す
。

確
定
申
告
に
必
要
な
も
の 

①
給
与
・
年
金
の
あ
る
方
は
「
源

泉
徴
収
票
」（「
年
金
額
の
お
知

ら
せ
」
は
不
可
）

②
医
療
費
控
除
を
受
け
る
方
は
事

前
に
集
計
し
た
「
医
療
費
の
明

細
書
」「
支
払
っ
た
医
療
費
の

領
収
書
（
コ
ピ
ー
や
医
療
費
の

お
知
ら
せ
は
不
可
）」

③
生
命
保
険
・
地
震
保
険
料
控
除

を
受
け
る
方
は
そ
の
「
支
払
保

険
料
の
証
明
書
」

④
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
を
受

け
る
方
は
「
登
記
簿
謄
本
」、「
住

民
票
の
写
し
」、「
売
買
・
請
負

契
約
書
の
写
し
」、「
住
宅
ロ
ー

ン
の
年
末
残
高
等
証
明
書
」

⑤
国
民
年
金
保
険
料
を
支
払
わ
れ

た
方
は
、
そ
の
「
支
払
保
険
料

　

所
得
税
と
市
・
県
民
税
（
国
保
税
）
の
申
告
が
始
ま
り

ま
す
。
申
告
が
必
要
な
方
は
必
ず
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い
。

２
月
18
日
か
ら
３
月
17
日
ま
で

の
証
明
書
（
領
収
書
不
可
）」

※
紛
失
さ
れ
た
方
や
届
い
て
い
な

い
方
は
、
再
発
行
を
受
け
て
く

だ
さ
い
。
控
除
額
証
明
書
コ
ー

ル
セ
ン
タ
ー
（
☎
０
５
７
０
・

00
・
９
９
１
１
）

⑥
還
付
を
受
け
ら
れ
る
方
は
、
申

告
者
名
義
の
口
座
番
号
等
が

わ
か
る
も
の

⑦
申
告
書
、
印
鑑
（
認
印
）
等

　

昨
年
確
定
申
告
を
さ
れ
た
方
に

は
税
務
署
か
ら
、
市
県
民
税
の
申

告
を
さ
れ
た
方
に
は
市
役
所
か

ら
、
そ
れ
ぞ
れ
申
告
書
が
送
付

さ
れ
ま
す
。（
給
与
･
年
金
所
得

者
の
還
付
の
み
の
申
告
の
場
合
に

は
申
告
書
は
送
付
さ
れ
ま
せ
ん
の

で
、
洲
本
税
務
署
も
し
く
は
市
役

所
税
務
課
へ
ご
請
求
く
だ
さ
い
）

申
告
会
場
は
混
雑
し
ま
す

あ
ら
か
じ
め
分
類
・
集
計
を

　

毎
年
、
申
告
開
始
直
後
の
１
週

間
や
申
告
期
限
前
の
１
週
間
、
特

に
月
曜
日
や
各
日
午
前
中
、
雨
天

時
が
混
雑
し
て
い
ま
す
。

　

営
業
・
農
業
・
漁
業
等
の
収
支

内
訳
書
や
医
療
費
控
除
の
領
収
書

等
は
、
あ
ら
か
じ
め
分
類
し
て
集

計
を
お
願
い
し
ま
す
。
整
理
が
で

き
て
な
い
方
が
多
い
と
、
さ
ら
に

混
雑
す
る
原
因
に
な
り
ま
す
。

　

申
告
書
が
完
成
し
提
出
の
み
の

方
は
、
申
告
相
談
会
場
で
職
員
に

直
接
手
渡
し
く
だ
さ
い
。
こ
の
場

合
、
待
ち
時
間
は
あ
り
ま
せ
ん
。

19年度の税制改正で、

減価償却制度が改正
　平成 19年４月１日以後に取得した
減価償却資産の償却方法の主な改正点
については、以下のとおりです。
①改正前の減価償却費の計算における
　「償却可能限度額」（取得価額の 95
　％相当額）及び「残存価額」が廃止
　され、「新たな償却方法（定額法・
　定率法等）」により減価償却費を計
　算する。
②減価償却資産の取得価額から、各年
　分の減価償却費の累積額を控除した
　金額（未償却残高）が１円になるま
　で償却する。
③新たな償却方法の計算において適用
　される「定額法の償却率」及び「定
　率法の償却率」等が定められました。
問洲本税務署☎ 24-1212

一定基準を満たす高齢者も適用

障害者控除対象者認定書
　　　　　　　　の交付
　所得税と市県民税の障害者控除の適用
は、原則として障害者手帳の交付を受け
ている人が対象です。
　上記以外の方でも、次の条件をすべて
満たす方からの申請があり、審査を経て、
障害者控除対象者認定書を交付できる場
合があります。この認定書により、障害
者控除を受けることができます。
◆対象者　次のすべての条件を満たす方
　①満 65歳以上（12月 31日現在）
　②要介護認定を受けている
　③身体もしくは精神に基準以上の障害
　　があり、障害者手帳の交付を受けて
　　いない
◆申請先　総合窓口センター

問長寿福祉課☎ 44-3005

郵
送
で
も
受
付
し
ま
す
。（
送
付

先
＝
〒
６
５
６
―
８
６
５
６
洲
本

市
山
手
１
―

１
―

15
洲
本
税
務
署
）

ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
用
の

パ
ソ
コ
ン
を
設
置
し
ま
す

　

ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
（
国
税
電
子
申
告
・

納
税
シ
ス
テ
ム
：h

ttp
://w
w
w
.

e-tax.n
ta.go

.jp
/

）
で
は
ご
自

宅
の
パ
ソ
コ
ン
か
ら
各
種
申
請
や

届
出
、
確
定
申
告
、
納
税
が
可
能

で
す
。
ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
で
申
告
す
る

と
、
所
得
税
額
か
ら
最
高
５
千
円

が
控
除
さ
れ
ま
す
。（
19
年
分
ま

た
は
20
年
分
の
い
ず
れ
か
１
回
）。

　

ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
普
及
の
た
め
、
市

役
所
で
の
確
定
申
告
会
場
（
灘
・

沼
島
を
除
く
）
で
ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
用

の
パ
ソ
コ
ン
を
設
置
し
ま
す
。
電

子
証
明
書
付
住
基
カ
ー
ド
を
お
持

ち
の
方
は
、
ご
自
分
で
申
告
書
を

作
成
す
る
事
が
出
来
ま
す
。

※
申
告
書
作
成
の
相
談
は
混
雑
状

況
に
よ
り
、
長
時
間
お
待
ち
い

た
だ
く
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
電
子
証
明
書
取
得
に
は
市
役
所

総
合
窓
口
で
４
日
程
必
要
で
す
。

　

な
お
、
ｅ
―
Ｔ
ａ
ｘ
を
利
用

し
な
い
場
合
は
、
国
税
庁
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
（h

ttp
://w
w
w
.n
ta.

go
.jp

）
で
も
申
告
書
を
作
成
す

る
事
が
で
き
ま
す
。
申
告
書
を
印

刷
し
、
必
要
書
類
と
共
に
ご
提
出

く
だ
さ
い
（
５
千
円
控
除
な
し
）。

確定申告は２月 18日～３月 17日まで


